
附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細並びに減損損失累計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 379¶216¶194 16¶369¶500 0 395¶585¶694 106¶130¶198 24¶283¶461 0 0 0 289¶455¶496

構 築 物 3¶326¶898 0 0 3¶326¶898 2¶146¶278 250¶425 0 0 0 1¶180¶620

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\ 現金及び預金 7¶881¶816¶793 7¶881¶816¶793 0

] 有価証券及び投資有価証券
{満期保有目的の債券 3¶303¶151¶312 3¶343¶767¶000 40¶615¶688

^ 貸付金 11¶039¶072¶321

貸倒引当金 � 2¶614¶888¶754

8¶424¶183¶567 7¶642¶393¶801 � 781¶789¶766

_ 長期借入金 （ 12¶604¶572¶000) （12¶039¶849¶985） （� 564¶722¶015)

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。

［有価証券関係]

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
（単位：円）

区 分 貸借対照表計上額 決算日における時価 差 額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

3¶303¶151¶312 3¶343¶767¶000 40¶615¶688

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

` ` `

合 計 3¶303¶151¶312 3¶343¶767¶000 40¶615¶688

２．満期保有目的の債券の決算日後における償還予定額
（単位：円）

区 分 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内

国債・政府保証債 2¶380¶000¶000 930¶000¶000 0

合 計 2¶380¶000¶000 930¶000¶000 0

［重要な債務負担行為]

該当する事項はありません。
［重要な後発事象]

該当する事項はありません。
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] 金融商品の内容及びそのリスク
当法人が保有する主な金融資産は、短期預金、貸付金、有価証券及び投資有価証券でありま
す。貸付金は、国内の個人に対するものであり、貸付先の契約不履行によってもたらされる信
用リスクに晒されております。また、有価証券及び投資有価証券は国債及び政府保証債であり、
満期保有目的で保有しております。これらの債券は、金利変動リスクに晒されております。

^ 金融商品に関するリスク管理体制
当法人は、資金運用については独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、短期的な預金
及び国債等に限定しております。貸付金については、債権管理規程等に沿ってリスクの低減を
図っております。また、借入金については、主務大臣より認可された償還計画に従って償還し
ております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\ 現金及び預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

] 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、取引金融機関から提示された価格によっております。

^ 貸付金
貸付金の時価については、一般債権及び貸倒懸念債権については信用リスクを反映させた
将来キャッシュ・フローを、決済日に応じたリスクフリーレートで割り引いて算定する方法
によっております。
破産債権等については、回収可能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時
価は決算日における貸借対照表価額から貸倒見積高を控除した額に近似しており、当該価額
を持って時価としております。なお、破産債権等は貸付金に含めて記載しております。

_ 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合に想定
される利率で割り引いて算出する方法によっております。なお、長期借入金には、１年以内
に返済予定のものを含めて記載しております。

［資産除去債務関係]

資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの
当法人は、自動車事故による遷延性意識障害者の治療・看護を行う療護施設に高度先進医療機
器を活用した治療技術の開発・普及を図る目的として陽電子放射断層撮影装置（ＰＥＴ）を保有
しており、その撮像に使用する放射性同位元素薬剤を製造するためのサイクロトロンを保有して
おります。
サイクロトロンは、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基づき、廃棄の
際には、放射性同位元素による汚染を除去し、又は、汚染された物を廃棄する等の義務を負って
おりますが、十分な廃棄例が存在しないこと等から当該廃棄に要する費用が明確ではなく、資産
除去債務を合理的に見積もることができません。
そのため、当該義務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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